
目黒区空家等対策計画素案について

1 経緯

空家は全国的に問題となっており、空家等対策の推進に関する特別措置法が平成27年

5月に全面施行された。

目黒区では、区内の空家等対策の基礎資料を作成するため、平成28年度に空家等の実

態調査を実施し、区内の一戸建て住宅及び2階建て以下の長屋・共同住宅の1． 6％に当

たる664棟が空家の可能性が高いと判明した。平成29年度は、平成28年度の実態調

査結果を基に、空家の現状と市場流動性を把握するため空家等動向調査を実施し、 664

棟のうち約3割の193棟について空家状態からの改善が見られた。

このように、目黒区では空家率は低く、また空家の流動性は高いため、空家が長期化し

近隣へ著しく悪影響を与えるような空家問題が頻発する状況はないが､近隣の空家に関す

る区民の苦情・相談は多くなっている｡

目黒区のこのような特性を踏まえ、区内の生活環境の保全を図ることを目的にして、平

成30年度は、空家等対策計画の策定に向け取組を進めることとし、空家等対策審議会か

らの答申を踏まえ計画素案（資料1）を取りまとめた。

(主な経緯）

平成29年11月 政策決定会議で空家対策に関する計画策定の進め方を決定 ，

平成30年6月 空家等対策審議会へ諮問

平成30年10月 空家等対策審議会から答申

2計画の基本理念

「【みんなでまもる】区民をまもる、暮らしをまもる、家をまもる、地域をまもる」

空家問題は新たな社会問題となっているが、空家もかつては家族の生活が営まれ、地域

の交流が生まれ、思い出が育まれ、住み継がれてきた安らぎの場だった。

このことから、空家等も地域の大切な資産と捉え、空家問題の対策を、区民それぞれの

暮らしをまもり、思い出のある家をまもり、住環境をまもるための取組として位置づけ基

本理念とした。

3計画素案の概要（資料2）

（1）計画期間

平成31 （2019）年度から平成40 （2028）年度までの10年間とし、必要

に応じ適宜見直す。

（2）基本目標

基本理念を実現するため､｢【目黒区型空家等対策推進】多様な連携で区民に寄り添い、

個別状況に応じた改善策を図ることで、区民の生活と財産をまもり、目黒区の魅力ある

住環境を保全する」を基本目標とする。



(3））基本方針

建物の状態に応じて、 3つの基本方針を設定する。

ア基本方針1 空家等の予防と適正管理～つくらない。増やさない～

空家等の発生を予防し適切な管理を促すため、居住している段階から空家等の発生

を予防すると共に、新たに空家等が発生した際には、適切な管理を促す。
~一

所有者等へ情報の周知・啓発を行い、福祉部門との連携強化により、高齢単身世帯

の増加に伴う空家発生と空家の長期化に対応する。また所有者に寄り添った支援で、

きめ細かな対応を図り、財産の処分、借地権問題等複雑な課題に対応する。

既存住宅の性能向上や改修、適正管理を支援することで管理不全空家の発生予防に

取り組む。

イ基本方針2空家等の利活用～つなげる。支える～

空家や跡地の多様な用途について、 目黒区らしい空家の利活用のあり方を検討し、

地域の特性や住環境に配慮した対策で、目黒区のまちの魅力を高める｡建物に対する

公的制度や助成制度の利用や改修の安全性に関する情報提供に努める。

公共的利活用や跡地活用についても情報取集し､住民福祉の向上や地域に貢献でき

る取り組みに繋いでいく。

ウ基本方針3空家等の除却～減らす。なくす～

管理不全空家や特定空家等に対しては、個別事情に沿った対応で、空家等の除却を

進める。

管理不全状態が続くと、周辺の生活環境に悪影響を及ぼすこととなる。状態の悪い

管理不全な空家等に対しては、必要な措置を講ずるよう働きかけを行い、解決に努め

る。そのうえでやむを得ない場合特定空家等の対応を行う。

今後の予定
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パブリックコメント実施（平成31年1月10日まで）

空家等対策計画案の取りまとめ

計画案を都市環境委員会へ報告

空家等対策計画策定
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